
第６７号議案

小野加東広域事務組合規約の一部変更の件

小野加東広域事務組合規約の一部を次のとおり変更することについて、地方自治法（昭和

２２年法律第６７号）第２８６条第１項の規定により協議する。

よって、地方自治法第２９０条の規定により、議決を求める。

令和元年９月３日提出

                            加東市長 安 田 正 義

小野加東広域事務組合規約の一部を変更する規約

 小野加東広域事務組合規約（平成元年２月２７日兵庫県指令地第４９号）の一部を次のよ

うに変更する。

第３条中第１号を削り、第２号を第１号とし、第３号を第２号とし、第４号を第３号とす

る。

 第４条中「小野市」を「小野市万勝寺町４３５番地の８８」に改める。

 第５条中「８名」を「６人」に、「４名」を「３人」に改める。

 第７条第１項及び第８条第１項中「１名」を「１人」に改める。

 第９条第１項中「２名」を「２人」に改め、同条第２項中「１名」を「１人」に改める。

 第１１条第１項第１号を削り、同項第２号中「第３条第２号から第４号まで」を「第３条」

に改め、同号を同項第１号とし、同項第３号中「第３条第２号から第４号まで」を「第３条」

に改め、同号を同項第２号とし、同条第２項中「前項第２号」を「前項」に改める。

 第１２条を削り、第５章中第１３条を第１２条とし、第１４条を第１３条とする。

   附 則

 （施行期日）

１ この規約は、令和２年４月１日から施行する。

 （事務の取扱い）

２ 小野加東広域事務組合の農業共済事業及び農業経営収入保険事業に関する事務は、令和

２年４月１日以後兵庫県農業共済組合がこれを行う。

 （組合議員に関する経過措置）

３ この規約の施行の際現に組合議員である者の人数が改正後の第５条の定数を超えること



となる関係市の組合議員の人数は、関係市の議会において組合議員の選出が行われるまで

の間、なお従前の例による。



小野加東広域事務組合規約の一部変更（要旨） 

１ 協議理由 

  令和２年４月１日に兵庫県農業共済組合が設立され、小野加東広域事務組合の共同処理

する事務の一部を移管することに伴い、小野加東広域事務組合規約の一部を変更する必要

が生じたため。 

２ 協議内容 

  小野加東広域事務組合（以下「組合」という。）の共同処理する事務の一部を兵庫県農業

共済組合に移管することに伴い、組合の共同処理する事務等を変更すること。 

３ 施行期日  令和２年４月１日 
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新   旧   対   照   表 

現       行 改   正   後 

 （組合の共同処理する事務） 

第３条 この組合は、次の各号に掲げる事務を共同処理する。 

(1) 農業保険法（昭和２２年法律第１８５号）に基づく農業共済

事業及び農業経営収入保険事業に関する事務 

(2) （略） 

(3) （略） 

(4) （略） 

（組合事務所の位置） 

第４条 この組合の事務所は、小野市            に

置く。 

   第２章 組合の議会 

 （議会の組織及び議員の選出） 

第５条 この組合の議会（以下「組合議会」という。）の議員（以下

「組合議員」という。）の定数は、８名とし、次に掲げる市ごとの

定数を関係市の議会において当該議員のうちから選出する。 

  小野市 ４名、加東市 ４名 

（議長及び副議長） 

第７条 組合議会は、組合議員の中から議長及び副議長各１名を選

出しなければならない。 

２ （略） 

   第３章 組合の執行機関等 

 （管理者、副管理者及び会計管理者） 

（組合の共同処理する事務） 

第３条 この組合は、次の各号に掲げる事務を共同処理する。 

(1) （略） 

(2) （略）   

(3) （略） 

 （組合事務所の位置） 

第４条 この組合の事務所は、小野市万勝寺町４３５番地の８８に

置く。 

   第２章 組合の議会 

 （議会の組織及び議員の選出） 

第５条 この組合の議会（以下「組合議会」という。）の議員（以

下「組合議員」という。）の定数は、６人とし、次に掲げる市ご

との定数を関係市の議会において当該議員のうちから選出する。 

  小野市 ３人、加東市 ３人 

（議長及び副議長） 

第７条 組合議会は、組合議員の中から議長及び副議長各１人を選

出しなければならない。 

２ （略） 

   第３章 組合の執行機関等 

 （管理者、副管理者及び会計管理者） 
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第８条 この組合に管理者１名、副管理者１名及び会計管理者１名

を置く。 

２～７ （略） 

 （監査委員） 

第９条 この組合に監査委員２名を置く。 

２ 監査委員は、管理者が組合議会の同意を得て、識見を有する者

及び組合議員のうちから各１名を選任する。 

３ （略） 

 （経費支弁の方法） 

第１１条 この組合の経費は、次の各号に掲げる区分に従い、当該

各号に定める額を関係市に分賦する。 

(1) 第３条第１号に規定する事務に要する経費 

    補助金のほか、条例に定める賦課金その他の収入をもって充

てる。 

(2) 第３条第２号から第４号までに規定する事務に要する経費 

当該事業から生じる収入、補助金等を除くほか、所要金額の

１０分の５を均等に、１０分の３を人口に、１０分の２を利用

実績にあん分して分賦する。 

(3) 第３条第２号から第４号までに規定する事務に係る建設等

に要する経費 

    補助金を除くほか、所要金額の１０分の１を均等に、１０分

の９を人口にあん分して分賦する。 

２ 前項第２号に規定する人口は直近の国勢調査による。 

 （地方公営企業法の適用） 

第８条 この組合に管理者１人、副管理者１人及び会計管理者１人

を置く。 

２～７ （略） 

（監査委員） 

第９条 この組合に監査委員２人を置く。 

２ 監査委員は、管理者が組合議会の同意を得て、識見を有する者

及び組合議員のうちから各１人を選任する。 

３ （略） 

（経費支弁の方法） 

第１１条 この組合の経費は、次の各号に掲げる区分に従い、当該

各号に定める額を関係市に分賦する。 

(1) 第３条          に規定する事務に要する経費 

当該事業から生じる収入、補助金等を除くほか、所要金額

の１０分の５を均等に、１０分の３を人口に、１０分の２を

利用実績にあん分して分賦する。   

(2) 第３条          に規定する事務に係る建設等

に要する経費 

    補助金を除くほか、所要金額の１０分の１を均等に、１０

分の９を人口にあん分して分賦する。 

２ 前項   に規定する人口は直近の国勢調査による。 



第１２条 この組合の会計のうち第３条第１号の事務に、地方公営

企業法（昭和２７年法律第２９２号）第２条第３項の規定に基づ

き、同法の財務規定等を適用する。 

第５章 補則 

 （地方自治法の準用） 

第１３条 （略） 

 （補則） 

第１４条 （略） 

第５章 補則 

 （地方自治法の準用） 

第１２条 （略） 

 （補則） 

第１３条 （略） 


